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＊１ 身元保証支援については、判定会議の審査
により決定されます。具体的な支援が開始
されるときから課金されます。

＊２ 死後事務委任については、必要とする利用
者と別途、契約します。

＊３ 契約は福祉クラブ生協法人と結びます。相
談員は相談、プラン提案、支援等の事務を
取り扱います。

＊４ 判断能力がなくなってきたとき、任意後見
契約へ移行させます。これは、家庭裁判所
へ生協法人（任意後見受任者）が申し立
て、その審判に基づき発効されます。こ
の時点で任意後見監督人が選定され、生
協法人は監督を受けます。

＊５ 任意後見契約を結ぶ場合、前後の委任契約
とともに公正証書が作成され、任意後見契
約の分が登記されます。この登記事項証明
書は第三者への公示方法として有用です。

＊６ 任意後見契約では代理権目録を包括的に記
載しておくことが重要です。事前に組み込
まれない取消権などの事項が新たに必要と
なったときには、家庭裁判所に法定後見を
申し立てる必要があります。

＊７ 組合員でない利用者の相談は別料金になり
ます。また、本契約時には組合員になる必
要があります。

利用者

組合員

一般市
民＊７

照会・問
い合わせ

ワーカー

行政 等

電話問い合わ
せ・各W.Co経
由の紹介 等

あうん判定会議

あうん理事会・生協
担当理事・担当事
務局

後見プランの相談・
調整、及び企画・選
択・判定・確定 等
の作業

①定期訪問・見守り
支援・ライフデザイ
ンノート作成（医療
措置等を含む）等

②身元保証支援＊１

③身上監護支援

④日常財産管理支援

⑤死後事務委任＊２

⑥その他

総合支援契約＊３

左記 ①、及び②～⑥の中
から選択、又は全てを選択
するプラン、

１）お元気な期間のための
もの（委任契約）

２）判断（弁識）能力が欠
けたときのもの（任意後見
契約＊４）

３）死後事務を扱う特約
（死後事務委任契約）

の形で、生涯にわたる総合
的な契約を結ぶ。＊５＊６

個別委任契約＊３

お元気な期間のみのための
プラン、左記 ②、③、④
の中から１つ、又は複数を
選択し、契約を結ぶ。

専門家との連携

必要に応じて、契約時のサポートを依
頼することがあります。（弁護士、税理
士、FP、公証人、家庭裁判所 等）

生協内W.Coとの連携

必要に応じて、家事・介護、食
事、移動、ケアマネなどのサー
ビス提供を要請し、協働します。

成年後見制度 ２０００年に介護保険制度とともに設立されました。法定後見と任意後見の２つの制度があります。

法定後見 認知症、知的障害、精神障害などで判断能力の不十分な方々への財産管理、身上監護などの支援、保護をおこなう制度です。判断能力の程
度など本人の事情に応じて、「後見」「保佐」「補助」に分かれています。 この制度は、家庭裁判所へ申し立て、その審判、判定に従って実施されま
す。成年後見サポートW.Coあうんでは、2016年9月に受任しました。

任意後見 十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ自らが選んだ代理人（任意後見人）に、
自分の生活、療養看護、財産管理などに関する事務の代理権を与えておく契約を結んでおく制度です。成年後見サポートW.Coあうんの事業では、上記
の総合支援契約２）の項で扱われます。


